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経済産業省が公表している商業統計調査の平成14年商業統計速報第5表によると、
我が国の代表的なセルフ販売形態の小売業態である総合スーパー、食料品スーパー、
コンビニエンス・ストア（以下、CVSと略）の単位面積当り売上高は、平成11年と比
較して低下傾向にある。この背景には、規制緩和による小売店舗の売場面積拡大、販
売価格下落傾向などのさまざまな要因が影響していると考えられる。しかし、企業は
成長を持続することが使命であり、その観点からすると、現状のセルフ販売形態の小
売業者の経営課題の一つとして、売場生産性の向上、すなわち単位面積当り売上の向
上がある。ただし、セルフ販売形態の小売業は対面販売ではないため、売場の操作を
基本とした施策を通じて、この課題を解決しなければならない。そのためには、売場
の操作が消費者の行動ならびに購買意思決定に与える影響を測定し、売場生産性を高
める方向に売場を操作する必要がある。しかし、これまでの消費者の購買行動研究で
は、特定の売場に限定した商品選択に関するものは数多く蓄積されているとはいえ、
店舗全体に関わる消費者の買物行動についての研究蓄積は少ない。本論文は、既存研
究においてこれまで必ずしも十分な研究蓄積のない店舗全体に関わる消費者の空間
行動を記述するモデルを提案し、それをCVSにおいて調査した一次データに適用して
その実証分析を行っている点に、第一の特徴がある。 
さらに小売店舗内空間行動モデルの構築に際して、消費者の異質性を考慮して、売
場区域間推移確率が非定常であるとした上で、CVSの調査データを用いてその検証を
行っている。 
その上で、著者は、本提案モデルを小売業者が実務に適用するために解決すべき課
題の一つが、来店目的を調査に基づいて把握する手法の開発であるとして、小売業者
が日常的に取得している取引データに、潜在クラス・モデルを適用する手法を提案し、
その実証分析を行っている。さらに筆者は、取引データから観測される購買パターン
が単一の要因のみで規定されるものではない点に注目して、少ないクラス数では標準
的な潜在クラス・モデルの局所独立性の仮定が成立しないという問題も取上げて、局
所独立性の仮定を緩和するモデルにより、この問題を回避する方法も提示している。 
 
本論文は、本論6章からなる。第1章と第2章は理論的検討の部分であり、第3章から
第5章までが実証研究、第6章が結論である。巻末には、実証研究において得られたパ
ラメータ推定値の表が付けられており、全体のページ数は96＋54ページである。脚注
を含む本論部分は400字詰め原稿用紙に換算して、約210ページに相当する。 



第1章では、本論文の問題意識が提示されている。ここでは、セルフ販売形態の小
売業の店舗における売場生産性の動向を簡単に確認した後、売場生産性向上のための
手法について紹介している。その上で、セルフ販売形態の小売業においては、顧客一
人当りの買上金額の向上が、売場生産性向上のための短期的小売戦略の方向であるこ
と指摘し、そのためには消費者の店舗内買物行動プロセスに焦点を当てる必要がある
ことを強調している。 
第2章では、消費者の小売店舗内買物行動に関する先行研究の批判的紹介がなされ
ている。筆者は、小売店舗内買物行動研究を、購買行動の類型化と非計画購買に関す
る研究、経営資源の効率的配分に焦点を当てた研究、店内買物行動プロセスとその影
響要因に関する研究に類型化した上で、それぞれについて批判的に検討を行っている。 
まず、購買行動の類型化と非計画購買に関する研究に関しては、消費者の商品購買
の意思決定時点における購買行動を類型化し、消費者の情報処理アプローチの視点か
ら、セルフ販売形態の小売業における購買行動が、店舗内における情報処理を主体と
する低関与型購買行動であるとする特徴を明らかにしている点、それを非セルフ販売
形態の小売業の非計画購買率と実証的に比較している点を、有意義な成果であるとし
ている。しかし、消費者の店舗内買物行動における購買意思決定時点のみを対象とし
ているため、買物行動プロセス全体を理解する上では不十分であると指摘している。 
次に、経営資源の効率的配分に焦点を当てた研究については、店舗のレイアウトが
与えられた下でのスペース配分に焦点を当てており、そもそもどのようなレイアウト
が望ましいのかという点に関する提案は行われていない点を指摘している。 
最後に、店舗内買物行動プロセスとその影響要因に関する研究については、客導線
調査を通じて得られたデータに基づいて、各売場の通過率や買上率を測定するといっ
た記述的分析がその主流であり、消費者の空間行動のモデル化と予測に焦点を当てた
研究は、Farley and Ringと山中が存在するのみで、研究の蓄積が少ない点を指摘し
ている。その上で、Farley and Ringの研究については先駆的な研究であるとはいえ、
統計的実証分析の観点からは多くの問題を残している点、集計レベルのデータを対象
としているため、個々の消費者の異質性を考慮できないという問題を内包している点
を、課題として指摘している。 
第3章から第5章までは、上記先行研究の課題を踏まえた上で、消費者の小売店舗内
空間行動のモデルの提案とその実証分析、ならびにその実務的実行可能性を高めるた
めの手法の提案を行っている。 
第3章では、Farley and Ringの研究における分析枠組みを改良し、上記課題を克服
する新たな消費者の店舗内空間行動モデルの提案を行っている。実証分析では、CVS
で調査されたデータに提案モデルを適用している。その上で提案モデルにおいて説明
変数として組み込んだ売場区域固有の吸引力、来店目的による付加吸引力、同時購買
による付加吸引力の全ての変数が、消費者の店舗内空間行動に影響を与えることを示
している。さらに筆者は、消費者の売場区域間推移確率が定常であると仮定したモデ
ルに対して、提案モデルの検定を行い、売場区域間推移確率の非定常性を実証的に確
認している。また、実証分析の結果、主通路の行動と中通路のそれとでは、行動特性
が異なることも指摘している。加えて筆者は、売場変更前後のデータにモデルを適用



することにより、売場区域間推移確率の変化に対する影響要因の識別が可能であるこ
とを示し、本提案モデルを利用することによって、レイアウト変更等の店舗操作が、
消費者の店舗内空間行動に与える影響を分析・評価可能であると結論付けている。た
だし、消費者の小売店舗内空間行動を分析するには、客導線調査データと同時に来店
目的のデータも何らかの方法で取得する必要があり、通常、後者は来店客へのアンケ
ートを通じて測定されるため、小売業者が頻繁に実施可能な状況ではない点を実務的
実行可能性の課題として指摘している。 
第4章では、取引データから消費者の来店目的を推定する可能性を検討するために、
CVS店舗の調査で得られた消費者の来店目的と商品購買パターンのデータから、その
関連の分析を行っている。実証分析では、潜在クラス・モデルの一つであるジョイン
ト・セグメンテーション・モデルを、当該データに適用している。その結果、CVSで
は即消費型購買という特徴をもつことから、来店目的と商品購買パターンとは比較的
単純な構造をもち、取引データから来店目的を推定することが可能であると結論付け
ている。 
第5章では、局所独立性の仮定を緩和した潜在クラス・モデルを取引データに適用
することによって、来店目的を推定する手法を提案している。局所独立性の仮定の緩
和については、潜在クラス・モデルを対数線形モデルで再パラメータ化し、反応項目
間の交互作用項を導入するという方法で行っている。実証分析では、CVSの取引デー
タに、局所独立性を仮定したモデルとその仮定を緩和したモデルを適用し、AICに基
づくモデル選択の結果、局所独立性の仮定を緩和したモデルが採択されたことから，
提案モデルの優位性を主張している。さらに採択されたモデルから、6つの異なる来
店目的と、それらに関して取引データから得られる情報を抽出している。このような
研究を通じて、来店目的データの取得に関する実務的制約を緩和し、本研究において
提案した消費者の店舗内空間行動モデルの実務適用可能性を高めることができると
結論付けている。 
第6章では、一連の研究を通じて提示した消費者の店舗内における空間的行動を分

析するための手法、およびその実行可能性を高めるための手法を利用することによっ
て、小売業者は、レイアウト変更による消費者の行動変化について評価することが可
能となり、レイアウト決定の方向性を示すことが可能であると主張している。そして
最後に、今後の課題として、本研究はCVSという限定的な業態における実証分析の結
果を示すにとどまっていることから、提案モデルを他のセルフ販売方式の小売業態に
適用することによって、その妥当性および限界を検証することが必要であると締めく
くっている。  
 
以上の内容を持つ本論文には、次のような長所が認められる。 
第一に、これまで研究の蓄積が少なかった消費者の店舗内空間行動について、その
行動メカニズムを記述・分析する統計モデルを提案し、CVSのデータに適用すること
によってモデルの意義を確認している点である。これまで記述統計的分析にとどまっ
ていた消費者の店舗内買物行動の研究に、推測統計的手法を提示したことは、今後の
店舗内買物行動研究に対する重要な貢献である。 



第二に、非定常・非集計マルコフ・モデルの枠組みで構築された店舗内空間行動モ
デルがもつオリジナリティーである。これはほぼ著者が独力で構築したものであり、
消費者の小売店舗における行動メカニズムを実証的に研究するための一つの枠組み
となっている。 
第三に、消費者の来店目的を、購買の結果（取引データ）から推定する手法を提示

している点である。これまで、小売業者が来店客調査を行うことによってのみ取得さ
れていた来店目的の情報を、日常的な業務の中で取得される取引データから推定する
ことができる手法を提案することにより、実務的実行可能性を高めることに貢献して
いる。また、実証分析によって標準的な潜在クラス・モデルに対して、局所独立性の
仮定を緩和した潜在クラス・モデルの優位性を確認している。 
しかしながら、本論文にも不十分な点がないわけではない。第一に、本研究の提案
モデルが、売場の分割区域数に応じて推定すべきパラメータ数が大幅に増加するとい
う点である。このようなパラメータ数の増加を抑制するためのモデルの改良が必要で
あると思われる。 
第二に、提案モデルでは売場区域を状態として規定していることから、特定の店舗

に依存したモデルとなっており、複数の店舗を対象として分析を行うことができない
という点である。複数店舗を対象とした分析にモデルを適用可能とするためには、売
場区域の規定の仕方を変更していく必要がある。 
第三に、適用領域の拡大と一般化という点である。本論文ではCVSのデータに適用
した限定的なものに止まっている。しかしセルフ販売形式の小売業であっても、スー
パーマーケットのようにCVSに比べて店舗規模が大きく、インストア・プロモーショ
ンが頻繁に行われている業態では、消費者はCVSとは異なった買物行動を行っている
であろうと考えられる。したがって、他業態においても適用可能なモデルとするため
には、先のパラメータ数増加の問題への対処に加えて、インストア・プロモーション
の変数を明示的に組み込む必要がある。 
ただし、このような欠点は本論文の基本的価値を損なうものではない。消費者の店
舗内買物行動研究がいまだ揺籃期にあることを考慮すれば、これらの欠点はこの分野
における問題点と今後の課題を如実に示したものであるといえる。 
以上、本論文は若干の欠点をもつとはいえ、消費者の店舗内空間行動に関するオリ
ジナルな分析モデルの提示と実証分析によって、消費者行動研究に十分貢献する成果
であると評価できる。 
 
よって、本論文は博士（学術）の学位請求論文として合格と認められる。 


